（様式第５号）

令和８年　　月　　日　

広　島　市　長

住所（所在地）

商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　㊞
下記調書のとおり相違ないことを誓約します。

履行実績調書（その１）
業 務 名　　固定資産台帳整備におけるＤＸツール更新等業務
	項　　目
	１
	２

	類似業務の内容
（該当するものにチェック（☑）を
入れてください。）
	☐　国又は地方公共団体におけるローコードツール等を用いたシステム開発業務
☐　固定資産台帳管理に係るシステム導入業務
	☐　国又は地方公共団体におけるローコードツール等を用いたシステム開発業務
☐　固定資産台帳管理に係るシステム導入業務

	応募資格の該当有無
（応募説明書２⑻アに該当する業務に
「〇」を入れてください。）
	
	

	　　業　務　名　称　等
	件名
	
	

	
	発注者名
	
	

	
	実施場所
	
	

	
	最終契約金額
（　税　込　）
	
	

	
	実施期間
	令和　　年　　月　　日

～　令和　　年　　月　　日
	令和　　年　　月　　日

～　令和　　年　　月　　日

	実施内容
※　応募資格に定める履行実績を満たしていることが確認できる程度に具体的に記載してください。

	
	


注意事項：①　記載漏れや誤記がある場合は履行実績として認められないことがありますので、最終頁の記載例を参考として正確に記載してください。
②　記載する実績数は最大６件（本業務の現場責任者及び従事者以外の企業としての実績も可）とし、契約金額が大きい実績、実施期間の始期が新しいもの（履行中も可）から優先して記載してください。３件以上の実績がある場合は、本紙２枚目以降を合わせて提出してください。
③　本様式は、≪１回目≫応募資格確認申請書の添付資料、≪２回目≫企画提案書附属資料（受託候補者特定基準「４_業務実績」の評価資料）として、計２回の提出が必要となりますので、詳細は公募型プロポーザル応募説明書をご確認ください。
なお、２回目の提出時には、初回提出分の写しを添付してください（初回提出分の記載内容を変更しないでください）。
④　契約書（変更がある場合は変更後も含む。）、仕様書等、実施内容が応募資格等に定める履行実績を満たしていることが確認できるものの
写し（上記内容が確認できる頁の抜粋のみで可）を添付してください。
⑤　前記③、④について、企画提案書附属資料の副本として提出する際は応募者の住所、法人名、代表者名、ロゴなどの応募者が特定できる
情報を記載しないでください（副本は黒塗りにするなど特定できないようにしてください）。
履行実績調書（その２）
業 務 名　　固定資産台帳整備におけるＤＸツール更新等業務

	項　　目
	３
	４

	類似業務の内容
（該当するものにチェック（☑）を
入れてください。）
	☐　国又は地方公共団体におけるローコードツール等を用いたシステム開発業務
☐　固定資産台帳管理に係るシステム導入業務
	☐　国又は地方公共団体におけるローコードツール等を用いたシステム開発業務
☐　固定資産台帳管理に係るシステム導入業務

	応募資格の該当有無
（応募説明書２⑻アに該当する業務に
「〇」を入れてください。）
	
	

	　　業　務　名　称　等
	件名
	
	

	
	発注者名
	
	

	
	実施場所
	
	

	
	最終契約金額
（　税　込　）
	
	

	
	実施期間
	令和　　年　　月　　日

～　令和　　年　　月　　日
	令和　　年　　月　　日

～　令和　　年　　月　　日

	実施内容
※　応募資格に定める履行実績を満たしていることが確認できる程度に具体的に記載してください。

	
	


履行実績調書（その３）
業 務 名　　固定資産台帳整備におけるＤＸツール更新等業務

	項　　目
	５
	６

	類似業務の内容
（該当するものにチェック（☑）を
入れてください。）
	☐　国又は地方公共団体におけるローコードツール等を用いたシステム開発業務
☐　固定資産台帳管理に係るシステム導入業務
	☐　国又は地方公共団体におけるローコードツール等を用いたシステム開発業務
☐　固定資産台帳管理に係るシステム導入業務

	応募資格の該当有無
（応募説明書２⑻アに該当する業務に
「〇」を入れてください。）
	
	

	　　業　務　名　称　等
	件名
	
	

	
	発注者名
	
	

	
	実施場所
	
	

	
	最終契約金額
（　税　込　）
	
	

	
	実施期間
	令和　　年　　月　　日

～　令和　　年　　月　　日
	令和　　年　　月　　日

～　令和　　年　　月　　日

	実施内容
※　応募資格に定める履行実績を満たしていることが確認できる程度に具体的に記載してください。

	
	


令和　年　　月　　日　

広　島　市　長

住所（所在地） 広島市中区国泰寺町〇〇
商号又は名称　 □□□□□
代表者職氏名　 △△　△△　　　　　㊞
下記調書のとおり相違ないことを誓約します。

履行実績調書（その１）

業 務 名　　固定資産台帳整備におけるＤＸツール更新等業務


	項　　目
	１
	２

	類似業務の内容
（該当するものにチェック（☑）を
入れてください。）
	☑　国又は地方公共団体におけるローコードツール等を用いたシステム開発業務
☑　固定資産台帳管理に係るシステム導入業務
	☐　国又は地方公共団体におけるローコードツール等を用いたシステム開発業務
☑　固定資産台帳管理に係るシステム導入業務

	応募資格の該当有無
（応募説明書２⑻アに該当する業務に
「〇」を入れてください。）
	〇
	

	　　業　務　名　称　等
	件名
	○○市固定資産台帳システム構築業務
	固定資産管理システム開発業務

	
	発注者名
	○○市(政令指定都市)
	○○（民間企業）

	
	実施場所
	○○市○○課
（○○県○○市○○町○番○）
	株式会社○○
（○○県○○市○○－○）

	
	最終契約金額
（　税　込　）
	××，×××，×××円
	××，×××，×××円

	
	実施期間
	令和○年○月○日

～　令和○年○月○日
	令和○年○月○日

～　令和○年○月○日

	実施内容
※　応募資格に定める履行実績を満たしていることが確認できる程度に具体的に記載してください。

	・○○○○（ローコードツールの製品名）をプラットフォームとした固定資産台帳システムの構築
・操作研修の他、クレンジング作業を含むデータ移行作業を実施
	・オンプレミス型○○○○（小規模システム名）による固定資産台帳管理に係るシステムの開発
・業務フロー作成、操作研修を実施




履行実績調書（その２）


業 務 名　　固定資産台帳整備におけるＤＸツール更新等業務

	項　　目
	３
	４

	類似業務の内容
（該当するものにチェック（☑）を
入れてください。）
	☑　国又は地方公共団体におけるローコードツール等を用いたシステム開発業務
☐　固定資産台帳管理に係るシステム導入業務
	☑　国又は地方公共団体におけるローコードツール等を用いたシステム開発業務
☐　固定資産台帳管理に係るシステム導入業務

	応募資格の該当有無
（応募説明書２⑻アに該当する業務に
「〇」を入れてください。）
	〇
	

	　　業　務　名　称　等
	件名
	○○県公有財産管理システム構築業務
	公用車管理システム

	
	発注者名
	○○県
	○○村

	
	実施場所
	○○県○○課
（○○県○○市○○町○番○）
	○○村○○課
（○○県○○村○○番地○）

	
	最終契約金額
（　税　込　）
	××，×××，×××円
	×，×××，×××円

	
	実施期間
	令和○年○月○日

～　令和○年○月○日
	令和○年○月○日

～　令和○年○月○日

	実施内容
※　応募資格に定める履行実績を満たしていることが確認できる程度に具体的に記載してください。

	・自社開発○○○○（ＤＸツールの製品名）をプラットフォームとした固定資産台帳システムの構築
・全職員向けに研修講師を実施
	・○○○○（ローコードツールの製品名）をプラットフォームとした公用車管理システムの構築
・操作研修を実施


提出者本人確認等済（提出者：〇〇　〇〇、広島市確認者：〇〇　〇〇）





記載例①





応募資格：公募型プロポーザル応募説明書２⑻ア


⇒　令和２年４月以降、国、都道府県、政令指定都市、中核市又は特別区において、本業務と類似する業務の従事実績を有する者を本業務の現場責任者及び従事者として配置すること。





民間企業における履行実績なので応募資格には該当しない。


ただし、受託候補者特定基準（４_業務実績」）として評価を行う。





記載に際し行数が不足する場合は、可読性を保てる範囲でフォントを縮小する、行数を追加して複数枚とする、又は様式上の注意事項欄を削除するなど、必要に応じて様式の一部を調整していただいて構いません。





記載例②





県のシステム構築なので応募資格に該当する。





政令指定都市、中核市又は特別区ではないので応募資格には該当しない（受託候補者特定基準として評価を行う）。





公有財産管理は固定資産台帳管理に係るシステムとは別物なのでチェックは入れない。









